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1. 2023年3月期第2四半期の連結業績（2022年4月1日～2022年9月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年3月期第2四半期 42,071 8.3 1,337 △40.2 2,549 △18.8 3,150 △8.8

2022年3月期第2四半期 38,839 5.9 2,236 158.8 3,140 44.2 3,455 13.0

（注）包括利益 2023年3月期第2四半期　　1,585百万円 （△57.2％） 2022年3月期第2四半期　　3,705百万円 （105.6％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後

1株当たり四半期純利益
円 銭 円 銭

2023年3月期第2四半期 262.23 261.26

2022年3月期第2四半期 258.40 257.37

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

2023年3月期第2四半期 119,745 77,970 59.8

2022年3月期 125,430 78,562 57.5

（参考）自己資本 2023年3月期第2四半期 71,607百万円 2022年3月期 72,129百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年3月期 ― 50.00 ― 70.00 120.00

2023年3月期 ― 50.00

2023年3月期（予想） ― 50.00 100.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 2023年 3月期の連結業績予想（2022年 4月 1日～2023年 3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 87,000 7.8 1,300 △69.3 4,000 △30.2 3,900 △25.7 324.57

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 有

③ 会計上の見積りの変更 ： 有

④ 修正再表示 ： 無

（注）詳細は、添付資料10ページ「２.四半期連結財務諸表及び主な注記（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）及び（会計上の見

積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）」をご覧下さい。

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2023年3月期2Q 14,900,000 株 2022年3月期 14,900,000 株

② 期末自己株式数 2023年3月期2Q 3,005,284 株 2022年3月期 2,635,724 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2023年3月期2Q 12,016,001 株 2022年3月期2Q 13,371,851 株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提条件に基づいてお
り、その達成を当社として約束するものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件お
よび業績予想のご利用にあたっての注意事項等につきましては、添付資料３ページ「１.当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情

報に関する説明」をご覧下さい。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当第２四半期連結累計期間における当社グループを取り巻く事業環境は、経済社会活動の正常化が進む一方、急

激な円安の進行や原燃料価格の高騰、地政学リスクの長期化など、依然として先行き不透明な状況が続いておりま

す。

　このような状況の中、当社グループは、基盤事業の強化、および資源の再活用や脱プラスチック等の社会的要請

も背景にした成長施策を実施し、当社グループのもつオンリーワンの品質と技術を活かした新製品開発、更には製

紙以外の新たな事業領域に取り組んで参りました。

　この結果、当連結会計年度の業績は、売上高は42,071百万円（前年同期比8.3％増）、営業利益は1,337百万円

（前年同期比40.2％減）、経常利益は2,549百万円（前年同期比18.8％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益

は3,150百万円（前年同期比8.8％減）となりました。

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

　なお、前第４四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同四半期比較につい

ては、前年同四半期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較分析しております。

①産業素材事業

　段ボール原紙は、日本東海インダストリアルペーパーサプライ株式会社を通じて国内外向け販売が堅調に推移し

ました。クラフト紙につきましても、国内向け販売が順調に推移しました。

　この結果、当セグメントの売上高は21,846百万円（前年同期比13.8％増）、営業利益は520百万円（前年同期比

14.1％減）となりました。

②特殊素材事業

　特殊印刷用紙につきましては、商業印刷向けの需要に力強さが欠ける状況が続いていますが、ファンシーペーパ

ーのパッケージ用途の需要は緩やかに回復傾向にあり、売上が前年同期を上回りました。他方、特殊機能紙につき

ましては、継続的な価格改定により販売単価は上昇傾向にあり、2020年に発売した高耐熱性絶縁紙の需要取り込み

も堅調に進みましたが、電子化の影響による情報用紙の売上減少、第２四半期以降の取引先の生産調整に伴う海外

向け一部製品の需要急減により、売上が前年同期を下回りました。原価面につきましては、徹底した原価低減に取

り組みましたが、パルプ・燃料・製紙薬品等の購入価格高騰の影響を受け、利益は前年同期を下回りました。

　この結果、当セグメントの売上高は10,543百万円（前年同期比1.3％増）、営業利益は718百万円（前年同期比

48.4％減）となりました。

③生活商品事業

　ペーパータオルは各社が供給体制を強化している中ですが、手拭き用途を中心に需要が引き続き拡大しており、

販売数量は前年同期を上回りました。トイレットペーパーにつきましては、販売数量は業務用の回復により前年同

期を上回ったことに加え、価格修正が浸透致しました。しかしながら利益面につきましては、生活商品事業全般に

おいて原燃料価格の高騰等により減益となりました。

　この結果、当セグメントの売上高は8,576百万円（前年同期比4.0％増）、営業利益は61百万円（前年同期比

82.5％減）となりました。

④環境関連事業

　自然環境活用分野につきましては、土木・建築設備工事の完成高が前年同期を上回ったことなどにより増収とな

りました。また、資源再活用分野につきましては、株式会社駿河サービス工業が堅調に推移しました。また、同社

は2021年８月に非連結子会社の湘南商事株式会社を吸収合併しております。

　この結果、当セグメントの売上高は3,995百万円（前年同期比16.7％増）、営業損失は34百万円（前年同期は営

業損失180百万円）となりました。

（２）財政状態に関する説明

①資産、負債及び純資産の状況

　当第２四半期連結会計期間末の総資産は、119,745百万円となり、前連結会計年度末に比べて5,684百万円の減少

となりました。主な要因は、投資有価証券の減少によるものであります。

　負債は、41,775百万円となり、前連結会計年度末に比べて5,092百万円の減少となりました。主な要因は、有利

子負債の減少によるものであります。

　純資産は、77,970百万円となり、前連結会計年度末に比べて592百万円の減少となりました。主な要因は、その

他有価証券評価差額金の減少によるものであります。自己資本比率は59.8％となり、前連結会計年度末に比べて

2.3ポイント増加しました。

②キャッシュ・フローの状況

　営業活動の結果得られた資金は2,153百万円となり、前年同期に比べ3,242百万円の減少となりました。主な内訳
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は、税金等調整前四半期純利益4,205百万円、減価償却費2,982百万円、投資有価証券売却益1,758百万円、法人税

等の支払額1,094百万円であります。

　投資活動の結果得られた資金は290百万円（前年同期は2,892百万円の使用）となりました。主な内訳は、有形固

定資産の取得による支出2,844百万円、投資有価証券の売却による収入3,311百万円であります。

　財務活動の結果使用した資金は5,629百万円となり、前年同期に比べ1,296百万円の増加となりました。主な内訳

は、短期借入金の減少額920百万円、長期借入金の返済による支出2,483百万円、自己株式の取得による支出1,260

百万円であります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　通期連結業績予想につきまして前回予想（2022年5月13日公表）から修正いたしました。詳細は、本日公表いた

しました「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,058 8,858

受取手形、売掛金及び契約資産 26,280 26,733

商品及び製品 4,189 4,480

仕掛品 772 958

原材料及び貯蔵品 5,437 5,612

その他 702 742

貸倒引当金 △17 △16

流動資産合計 49,423 47,370

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 17,067 16,677

機械装置及び運搬具（純額） 29,036 28,265

土地 11,288 11,230

その他（純額） 1,495 2,119

有形固定資産合計 58,888 58,293

無形固定資産

のれん 1,129 1,057

その他 359 324

無形固定資産合計 1,488 1,382

投資その他の資産

投資有価証券 13,939 10,258

繰延税金資産 593 1,265

その他 1,138 1,216

貸倒引当金 △41 △41

投資その他の資産合計 15,630 12,699

固定資産合計 76,006 72,375

資産合計 125,430 119,745

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 11,020 10,760

短期借入金 10,615 9,695

１年内返済予定の長期借入金 4,808 3,831

１年内償還予定の社債 70 70

未払法人税等 939 923

賞与引当金 437 438

その他 7,038 5,536

流動負債合計 34,930 31,255

固定負債

社債 350 315

長期借入金 8,949 7,443

繰延税金負債 516 464

役員退職慰労引当金 79 65

環境対策引当金 50 50

退職給付に係る負債 1,270 1,261

資産除去債務 648 648

その他 73 271

固定負債合計 11,937 10,519

負債合計 46,867 41,775

純資産の部

株主資本

資本金 11,485 11,485

資本剰余金 10,922 10,915

利益剰余金 56,056 58,349

自己株式 △8,961 △10,166

株主資本合計 69,502 70,583

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,636 1,020

繰延ヘッジ損益 － 0

退職給付に係る調整累計額 △10 3

その他の包括利益累計額合計 2,626 1,023

新株予約権 164 129

非支配株主持分 6,268 6,233

純資産合計 78,562 77,970

負債純資産合計 125,430 119,745
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年９月30日)

売上高 38,839 42,071

売上原価 32,882 37,173

売上総利益 5,957 4,897

販売費及び一般管理費 3,720 3,559

営業利益 2,236 1,337

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 138 146

受取賃貸料 63 62

受取保険金 35 19

持分法による投資利益 667 955

その他 130 136

営業外収益合計 1,035 1,320

営業外費用

支払利息 70 67

その他 60 41

営業外費用合計 130 109

経常利益 3,140 2,549

特別利益

固定資産売却益 1,490 3

投資有価証券売却益 － 1,758

国庫補助金 84 －

抱合せ株式消滅差益 57 －

その他 4 －

特別利益合計 1,636 1,762

特別損失

固定資産売却損 － 0

固定資産除却損 84 48

減損損失 － 57

その他 8 －

特別損失合計 93 106

税金等調整前四半期純利益 4,683 4,205

法人税、住民税及び事業税 1,198 1,055

法人税等調整額 △6 △39

法人税等合計 1,192 1,015

四半期純利益 3,491 3,189

非支配株主に帰属する四半期純利益 35 39

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,455 3,150

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年９月30日)

四半期純利益 3,491 3,189

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 189 △1,615

繰延ヘッジ損益 0 0

退職給付に係る調整額 15 13

持分法適用会社に対する持分相当額 8 △2

その他の包括利益合計 214 △1,604

四半期包括利益 3,705 1,585

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 3,670 1,548

非支配株主に係る四半期包括利益 35 37

（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 4,683 4,205

減価償却費 3,023 2,982

減損損失 － 57

のれん償却額 71 71

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 △0

賞与引当金の増減額（△は減少） 2 0

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 30 10

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 7 △13

受取利息及び受取配当金 △138 △146

支払利息 70 67

持分法による投資損益（△は益） △667 △955

有形固定資産除却損 84 48

有形固定資産売却損益（△は益） △1,490 △3

投資有価証券売却損益（△は益） － △1,758

補助金収入 △84 －

売上債権の増減額（△は増加） △183 △453

棚卸資産の増減額（△は増加） △370 △652

仕入債務の増減額（△は減少） △91 △259

その他 146 △835

小計 5,094 2,364

利息及び配当金の受取額 1,674 933

利息の支払額 △71 △69

法人税等の支払額 △1,429 △1,094

法人税等の還付額 92 0

保険金の受取額 35 19

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,396 2,153

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △243 △277

定期預金の払戻による収入 252 292

有形固定資産の取得による支出 △4,486 △2,844

有形固定資産の除却による支出 △82 △26

有形固定資産の売却による収入 1,642 3

国庫補助金等の受入による収入 84 －

投資有価証券の取得による支出 － △0

投資有価証券の売却による収入 23 3,311

関係会社株式の取得による支出 △53 －

その他 △28 △168

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,892 290

（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △500 △920

長期借入金の返済による支出 △2,106 △2,483

社債の償還による支出 △35 △35

自己株式の取得による支出 △0 △1,260

配当金の支払額 △1,000 △858

非支配株主への配当金の支払額 △60 △72

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
△629 －

その他 0 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,332 △5,629

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,828 △3,185

現金及び現金同等物の期首残高 13,197 11,722

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の

増加額
69 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 11,438 8,537
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　当社は、2022年２月21日開催の取締役会決議に基づき、自己株式385,500株の取得を行いました。この結果、当

第２四半期連結累計期間において自己株式が1,258百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末において自己株式

が10,166百万円となっております。

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算定

会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２

項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用す

ることといたしました。この変更による四半期連結財務諸表への影響はありません。

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

従来、有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却の方法は、機械装置については、特殊紙に関する設備は定

率法、その他は定額法、その他の有形固定資産は定率法（ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設

備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しておりまし

たが、第１四半期連結会計期間より定額法に変更しております。

これは、当連結会計年度における特殊素材事業の新製品の事業化を契機に、2023年４月１日より開始する次期中

期経営計画策定に向けて特殊紙に関する設備の使用実態及び当社グループの今後の設備投資の内容を検討した結

果、特殊紙に関する設備の生産高、稼働率等は長期安定的に推移していること、また、当社グループの今後の設備

投資は、二酸化炭素排出量などの環境へ配慮した、安定的・平準的に稼働する設備が中心となることが想定される

ことから、使用期間にわたって償却費を平均的に負担させることが、当社グループの経済的実体を合理的に反映し

期間損益計算をより適正に行うことができるものと判断したことによるものであります。

この変更に伴い、従来の方法と比較して、当第２四半期連結累計期間の営業利益が146百万円、経常利益及び税

金等調整前四半期純利益が154百万円増加しております。

（追加情報）

2022年９月に発生した台風15号の影響により、当社が保有する水力発電所が被害に遭い、現在運転を停止してお

ります。これによる復旧費用等については、現時点でその影響を合理的に算定することが困難であることから、当

第２四半期連結累計期間には反映しておりません。

- 10 -

特種東海製紙㈱（3708）2023年３月期 第２四半期決算短信



（単位：百万円）

産業素材
事業

特殊素材
事業

生活商品
事業

環境関連
事業

計
調整額

（注）１

四半期連結
損益計算書

計上額
（注）２

売上高

外部顧客への

売上高
18,252 10,099 8,151 2,336 38,839 － 38,839

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

946 307 95 1,088 2,437 △2,437 －

計 19,199 10,406 8,246 3,424 41,277 △2,437 38,839

セグメント利益

又は損失（△）
605 1,391 349 △180 2,165 71 2,236

（単位：百万円）

産業素材
事業

特殊素材
事業

生活商品
事業

環境関連
事業

計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書

計上額
（注）２

売上高

外部顧客への

売上高
20,815 9,931 8,474 2,849 42,071 － 42,071

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

1,030 612 101 1,145 2,890 △2,890 －

計 21,846 10,543 8,576 3,995 44,962 △2,890 42,071

セグメント利益

又は損失（△）
520 718 61 △34 1,264 73 1,337

（セグメント情報）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自2021年４月１日　至2021年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額は、セグメント間取引消去等に係る調整額です。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自2022年４月１日　至2022年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額は、セグメント間取引消去等に係る調整額です。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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２．報告セグメントの変更等に関する事項

　　　前第４四半期連結会計期間より、従来研究開発活動として「調整額」に含めていた一部製品に係る製造費用に

ついて、2022年３月に本生産開始となったことに伴い、「特殊素材事業」に含めて計上しております。

　　　なお、当第２四半期連結累計期間の比較情報として開示した前第２四半期連結累計期間のセグメント情報につ

いては、変更後の報告セグメントにより作成しており、前連結会計年度に開示した第２四半期連結累計期間に係

る報告セグメントとの間に相違が見られます。

　　（有形固定資産の減価償却方法の変更）

　　　会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間よ

り、有形固定資産の減価償却方法を変更しております。この変更に伴い、従来の方法と比較して、当第２四半期

連結累計期間のセグメント利益は、「産業素材事業」で38百万円、「特殊素材事業」で107百万円、「生活商品

事業」で0百万円それぞれ増加し、セグメント損失は、「環境関連事業」で0百万円減少しております。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

（重要な後発事象）

（自己株式の消却）

　当社は、2022年10月13日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、保有する自己株式を消却す

ることを決議し、2022年10月27日に消却いたしました。

１．消却した株式の種類

　当社普通株式

２．消却した株式の数

　1,600,000株（消却前の発行済株式総数に対する割合10.74%）

３．消却実施日

　2022年10月27日

４．消却後の発行済株式総数

　13,300,000株
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